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北海道社有林 「クッチャロ自然の森 だいどう」

2024年度 ESG説明会

ESG経営への取り組み

2025年3月18日

（5471）



2

当社の2030年ありたい姿
『高機能素材の価値を極め、顧客ベネフィットを創造し、サステナブル社会の
実現に貢献する』に向けて、

2026中期経営計画ではトランジションマネジメントを遂行しています
本説明会では、2026中期経営計画の３つの行動方針の１つである
『３．ESG経営の高度化』に関する内容を説明いたします

本説明会の位置づけ

26中期

経営理念 - Mission
普遍的な価値観
素材の可能性を追求し、
人と社会の未来を支え続けます

2030年の“ありたい姿”
経営理念を実現している姿
高機能素材の価値を極め、
顧客ベネフィットを創造し、
サステナブル社会の実現に貢献する

社会経済・産業構造の変化を事業好機とし、
事業ポートフォリオの変革を遂行し、
新たなビジネス・ドメイン（顧客×提供価値×手段）で
持続的な利益成長を実現する

“ありたい姿”
への道筋

事業ポートフォリオの変革
●新たな顧客、新たな提供価値（次世代製品など）を開発する
●価値提供手段（生産技術、サプライチェーンなど）を変革する

１

経営基盤の強靭化
●長期的な事業成長を支える人的資本や組織ケイパビリティを獲得する
●ものづくりDXを推進し、労働生産性や品質MSなどの事業基盤を変革する

２

ESG経営の高度化
●ESG関連KPIの価値を顕在化し、企業価値 PBR向上に結びつける
●特に、人財の価値を最大化するための施策を実行する

３

行動方針

26中期 経営方針

１ ２ ３

2026年の“めざす姿”
に到達するための「行動方針」

※品質MS：品質マネジメントシステム



3サステナビリティ推進体制

取締役会の諮問機関として、サステナビリティ委員会（委員長：社長）を設置
し、毎月開催しています（約20テーマ／年）

また、組織内に「ESG推進統括部」を置き、サステナビリティに関わる諸施策
を全社的に推進・展開しています



4マテリアリティ

テーマ マテリアリティ アクション

地球環境の保護
（事業活動、

 製品供給）

E1 生産プロセスのカーボンニュート
ラルに向けたロードマップの着実
な実行

・燃料､電力の脱炭素化
・Scope3 CO2排出量の削減
・CN革新技術/ｲﾝﾌﾗ整備への参画

E2 サステナブル社会実現に貢献する
ビジネスの拡充

・製品別CO2算定ｼｽﾃﾑとCFP第三者認証取得
・大同ｸﾞﾘｰﾝ電炉鋼材供給化
・ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ貢献製品の拡大

E3 モノづくり企業としての
     自然との共生・環境負荷の軽減

・水ｾｷｭﾘﾃｨ・生物多様性の保全
・3R推進・ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰへの移行

社会への
責任と貢献

S1 経営理念・行動指針を体現する
人材の育成とDE&Iの推進

・人的資本投資
・ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ推進/職場環境の整備
・ｳｪﾙﾋﾞｰｲﾝｸﾞ追及とｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ向上

S2 社会課題解決への貢献と
企業責任の全う

・人権の尊重
・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの充実
・社会貢献活動

ガバナンスの
強化

G1 信頼と安心を形づくる企業基盤
強化とガバナンス体制の充実

・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄとﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ課題の顕在化と改善推進
・個別課題への取り組み

E

S

G

赤字：本日のﾄﾋﾟｯｸｽ
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Ｅ：地球環境の保護
①Daido Carbon Neutral Challenge
②大同グリーン電炉鋼材供給に向けた取り組み
③成長市場製品＝サステナビリティ貢献製品の拡大
④生物多様性への取り組み
⑤2025愛知環境賞 金賞受賞

Ｓ：社会への責任と貢献
⑥人的資本経営
⑦人権の尊重
⑧サプライチェーンマネジメント
⑨社会貢献活動

Ｇ：ガバナンスの強化
⑩リスクマネジメント
⑪保有資産の有効活用、資本効率向上に向けて

目 次
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Ｅ
地球環境の保護

①Daido Carbon Neutral Challenge
②大同グリーン電炉鋼材供給に向けた取り組み
③成長市場製品＝サステナビリティ貢献製品の拡大
④生物多様性への取り組み
⑤2025愛知環境賞 金賞受賞
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～2050

Ｅ：地球環境の保護① Daido Carbon Neutral Challenge

①既存技術を結集させた
徹底省エネ

②脱炭素電源の活用

③脱炭素技術の導入

SCOPE1
燃料の
脱炭素化

SCOPE2
電力の
脱炭素化

ベース改善

①高効率燃焼技術の拡大展開

③水素燃焼技術の検証→バーナー開発→工業炉の展開

③オンサイトCO2回収･活用技術導入(水素電解･メタネーション技術)

①自社･既存省エネ技術の全面展開

②CO2フリー電源への切替 [在名地区→全社]

②再生可能エネルギー(太陽光)の自社購入･各所展開

エネルギーのムダ･ロスの徹底改善､製造歩留改革

～2030

2030年に向けて

2013年度対比 
CO2排出量50％削減

社会の脱炭素技術,インフラ整備に合わせ

カーボンニュートラル実現を目指す

2050年に向けて
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＜CO2削減内訳(‘13年→’24年)＞

内容 ‘13年排出量
(粗鋼1.44百万ﾄﾝ/年)

‘24年排出量見込
(粗鋼1.37百万ﾄﾝ/年)

‘30年排出量計画
(粗鋼1.44百万ﾄﾝ/年)

省エネ
1.29 0.95

(△0.34)

△0.14
0.65

(△0.64)

△0.16
CO2フリー電力※1 △0.22 △0.48
粗鋼量影響 △0.08 －
CO2排出係数※2 ＋0.10 －

※2 CO2排出係数 ：電力1KWH発電する時に発生するCO2量。その年の燃料構成で変化する。

1.04 
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2013実績 2023実績 2024見込 2026目標 2030目標 2050目標

関連会社

大同特殊鋼

（百万㌧-CO2/年）

△35%△20% △50%△27%

（百万㌧）

[備考] 集計範囲 ：当社および関連会社31社のScope1+Scope2(エネルギー起源)
 電力排出係数：(国内)電気事業者・メニュー別調整後排出係数、(海外)「IDEA Ver.3.4(2024/4/30)

Ｅ：地球環境の保護

カーボン
ニュートラル
への挑戦

※1 CO2フリー電力：2030年△50％削減目標に向け順次拡大（中部地区生産事業場における導入比率：’23:30%､’24:40%見込､’25:50%計画)

2050年カーボンニュートラル実現に向け､大同特殊鋼グループ一丸でCO2排出量削減活動を推進中。

① Daido Carbon Neutral Challenge
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当社では､製造工程での省エネによるCO2削減を徹底して推進しています。
また､省エネ投資促進のため､2021年8月よりICP(Internal Carbon Pricing)制度を導入しています。
 大型投資

旋回式電気炉(STARQ®):150㌧

酸素富化バーナー取鍋予熱装置への適用

  

燃料酸素熱ロス 空気
燃料

(従来) (酸素富化バーナー)

焼ムラ有り 焼ムラ無し

加熱炉への遮熱塗料塗布加熱炉耐火物セラミックファイバー化

高効率燃焼システム DINCS®

 草の根改善

高輻射材
(スパイロコア)STC焼鈍炉

ラジアントチューブ

高効率熱交換器
(ヒートコア)

バーナー

水素燃焼式ラジアントチューブバーナー
 自社開発技術の横展開

① Daido Carbon Neutral Challenge：省エネ改善取組み例
Ｅ：地球環境の保護

 ICP(Internal Carbon Pricing)活用 [2021/8~制度導入]

 Scope1削減への投資促進を図るべく､現在のICP:5,800円/㌧-CO2
について､2025年度より15,000円/㌧-CO2へ改定予定。

2013年導入済
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10 20
30
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2021 2022 2023 2024 2025
見込

売上を再エネ
電源開発、
インフラ整備
等に活用

CO2フリー電力活用により､自社排出量の削減､および再エネ普及と電力インフラ整備に貢献。

当社
 

 中部電力
 ミライズ(株)

再エネ活用

再エネ由来
の電力 太陽光発電 風力発電

など

再エネ普及の
ためのコスト
も含めて購入

[CO2フリー電力購入量比率推移,％]

2030年度CO2排出量△50％削減
目標達成(2013年度対比)に向け､
CO2フリー電力購入量を順次拡大

(当社知多工場､星崎工場､築地テクノセンターにおける購入比率)

① Daido Carbon Neutral Challenge：CO2フリー電力の活用拡大
Ｅ：地球環境の保護

計画

※2021年度よりCO2フリー電力購入を開始。
2024年度は､22万t-CO2/年＊1削減見込み。
＊1：2023年度の電力排出係数(中部電力ミライズ’24年8月2日公表値)にて算出
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[対象] [排出源] [排出量比率％] [CO2排出量オフセット/削減方法]

Scope1
天然ガス 16.51

省エネルギー由来Ｊクレジット活用によるオフセット
ガソリン･軽油 0.03

Scope2 電力 83.46 CO2フリー電力活用(電力使用量の100%)による削減

半導体製造装置向け高清浄ステンレス鋼など成長市場製品の製造拠点である知多第2工場にて､
’25年度よりＪクレジット制度､およびCO2フリー電力の活用により､CO2排出量が実質ゼロの
CN(カーボンニュートラル)工場化を実現していきます。

① Daido Carbon Neutral Challenge：知多第2工場のCN化
Ｅ：地球環境の保護

＜知多第2工場におけるCO2排出量内訳および排出量オフセット/削減方法＞

知多第2工場

知多工場

操業年 敷地面積 建築面積
知多第2工場 2019 239千㎡ 112千㎡

知多工場 1962 1,117千㎡ 290千㎡

知多工場側から見た知多第2工場外観
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その他関連会社 
Scope3算定（拡大展開）

大同特殊鋼グループのScope3排出量削減に向けた取組み

① Daido Carbon Neutral Challenge：Scope3削減への取組み

サプライチェーン全体での排出量削減に向け､当社グループ全体のScope3算定･開示､また削減
目標策定･削減活動を推進するために､サプライヤーの皆様との関係構築を進めています。

Step3(’27～) Step2(~’26)Step1(~’25)

Scope3
算定･開示

関連会社 7社※1

Scope3算定

    

※1 関連会社全体のScope1＋Scope2集計結果の内､約70％を占める対象会社(7社) 

 Scope3削減には､サプライチェーン全体での活動が重要であり､当社グループのScope3算定確度向上､
削減目標算定に向け､主要サプライヤーへのアンケート調査､またCO2排出量算定や削減取組み状況他
について､面談等による情報･意見交換を実施し､エンゲージメントの深耕を推進中。

Ｅ：地球環境の保護

 当社グループは､’19年度より大同特殊鋼単体におけるScope3の算定､また’21年度より算定実績の開示
(‘19,’20年度分)を開始。現在､グループ各関連会社での算定･開示に向け取り組み中。

削減計画検討

当社グループ
Scope3開示
(第三者認証)

Scope3
削減目標策定

※2 当社単体Scope3排出量の約70％を占める原料･資材サプライヤーをはじめとした主要会社

Scope3 算定確度向上 (二次から一次データへ変更)

サプライヤーアンケート・対話活動※2 (継続)

＜当社グループ＞

当社グループ
Scope3
削減目標開示
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② 大同グリーン電炉鋼材供給に向けた取り組み
当社では､顧客ニーズ､市場･業界ルールを反映しながら､非化石価値(再エネ電力/証書等)を適用した
CFP認証によるグリーン鋼材の環境価値を訴求し､供給開始/拡大に向けた検討を進めています。

■『機械構造用鋼 棒鋼･線材製品(知多工場材)』SuMPO EPD*1 取得 (’24年8月)
 環境に配慮した製品を客観的･定量的に評価し､信頼性･透明性の高いデータを開示する

 EPD(製品環境宣言)認証制度の一つで､お客様が購入する際の判断材料として頂く。

■製品別CFP算定ツール開発【当社独自】

1.0 1.2

3.5 3.2

一般構造用鋼 軸受鋼 ステンレス鋼 工具鋼

図） Cradle-to-Gate CO2排出原単位
(一般構造用鋼※を1.0とした指数)

※主に炭素鋼・合金鋼
 標準原価システムから各工程毎のエネルギー使用量､

原材料･資材の数量を活用した各製品毎に一品一葉の
精緻なCFP算定ツールを独自開発。

■非化石価値を適用した電気炉鋼材ガイドライン策定 [業界WGへの参画] 

*1）国際規格ISO 14025に準拠した｢タイプⅢ環境宣言｣で、EPD（Environmental
 Product Declaration）の１つ（2024年4月に「エコリーフ」から名称変更）。

 顧客ニーズを踏まえ､市場･業界ルールに則した非化石価値(再エネ電力/証書 等)を用いた､正確なCFP算定･
検証･表示による大同グリーン鋼材の環境価値を訴求し､供給開始/拡大に取り組む。

■大同グリーン鋼材の環境価値訴求･供給

’23～‘24年度

 普通電炉工業会_環境配慮型電気炉鋼材WGへ参画(‘24/3発足､電炉30社:普通鋼23社､特殊鋼7社)。

■製品別CFP算定システム第三者認証の取得
 当社独自のCFP算定ツールを活用したCFP算定･検証の仕組み(算定システム)について､第三者認証を取得。

’24～‘25年度

’25～‘26年度

Ｅ：地球環境の保護

 経済産業省_GX推進のためのグリーン鉄研究会参画(‘24/11～’25/1)…非化石証書を使った電気炉鋼材の位置付け
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③ サステナビリティ貢献製品 (成長市場製品) の拡大

当社グループの高機能製品､技術を世の中に広く認知していただき､ご使用いただくことで、
社会のCO2排出量削減とサーキュラーエコノミーへの移行に貢献していきます。

●主なサステナビリティ貢献製品
[区分] [製品] [用途] [SDGsへの貢献] [成長市場]

社会の
エネルギ－
転換を
支える

耐水素脆化用
ステンレス鋼 水素環境下 水素社会の実現 クリーンエネルギー

原子力･核融合炉部材 軽水炉､核融合炉 低CO2排出の発電推進

高磁束密度軟磁性帯鋼 xEV､ドローン向け
モーターコア

モーター小型化･軽量化
(航続距離延長)

CASE

高磁力特殊形状・
配向磁石 モーター､センサ－ EV航続距離延長

省重希土類元素

難密着基板用ターゲット 5Gアンテナ､
電子デバイス生産

高度化する電子デバイス
の普及拡大

半導体

社会の
エネルギ－
効率改善

炉体旋回式電気炉
(STARQ®) 鋼材用溶解炉 省エネルギーでの鋼材生産 クリーンエネルギー

高熱伝導率3Dプリンタ
粉末(HTC®)

ダイカスト用
金型部品

複雑形状水冷孔の実現
→寿命延長

その他

資源の
有効活用

次世代下水汚泥
炭化システム
(超高温炭化炉)

下水汚泥の再資源化 活性炭代替利用等によるCE
(B-DASHﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)

その他

Ｅ：地球環境の保護
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①水リスク対策 実態把握 事業への影響把握 目標･アクション設定

②自然保護活動強化 ｸｯﾁｬﾛの森ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査 自然共生サイト申請 対外アピール継続

③TNFD開示対応 初回開示(’25年3月14日) 改訂 改訂

Ｅ：地球環境の保護④ TNFD提言に基づく開示
当社はこの度、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）の提言に賛同し、当社の
活動による自然環境や生物多様性への影響について情報開示を行いました(’25年3月14日）

今後も本提言に基づき、ガバナンスを強化し、戦略を明確化することで、自然に関連する
リスクと機会を分かりやすく伝え、情報発信・開示の充実に取り組んでいきます。

＜′23年度に策定＞

26年度25年度
■26中期行動計画

24年度＜取組テーマ＞

■生物多様性活動の取組方針
●2030年目標：ネイチャーポジティブ経済実現に貢献する。
●基本方針 ：自然と共生する社会の実現に向けて､生物多様性への影響を低減し､グループ会社はもとより

バリューチェーン全体を通じた生物多様性の保全に取り組む。
●行動指針 ：(1)事業が生物多様性に与える影響を評価し、その影響低減に努めるなど生物多様性

に配慮した事業活動を行う。
 (2)生物多様性損失が事業に与える影響を評価し、そのリスク低減に努める。
 (3)生物多様性に関する取り組みを開示し､ステークホルダーと連携した社会貢献活動を推進する。

※基本方針/行動指針…｢経団連生物多様性宣言･行動指針｣に基づき策定。



16Ｅ：地球環境の保護⑤ 2025愛知環境賞 金賞受賞

※愛知環境賞：2005年愛知万博の開催に合わせて､省資源や省エネルギー､リサイクルなどに関する優れた技術や活動などを表彰することで､循環型社会の形成を
促進するとともに､広く全国に向けて､愛知の環境技術や環境活動のレベルの高さを発信する目的で愛知県が創設したもの。
2025愛知環境賞へは当社含め45件の応募があり､15件が受賞（最高賞の金賞1件､銀賞2件､銅賞1件､優秀賞他各賞11件）

2025 愛知環境賞において､「炉体旋回式電気炉STARQ®をはじめとした高機能製品開発による
サステナブル社会への貢献」が評価され､最高賞である金賞を受賞しました。
この賞は､環境保全に寄与する優れた取り組みを表彰するものであり､今回の金賞受賞は当社1社です。

2025年2月13日(木) 表彰式にて（ホテルメルパルク名古屋 コンベンションホール瑞雲）

大村 愛知県知事当社社長 清水
勝野 環境パートナー
シップ ･゚CLUB会長
(中部電力会長)

＜受賞のポイント＞
これまでに蓄積された特殊鋼メーカーの生産技術と設備開発技術が､生産エネルギーの大幅低減と､新たな脱炭素コア技術
を生み出し､カーボンニュートラルの実現に大きく貢献するものと高く評価されました。
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S
社会への
責任と貢献
⑥人的資本経営
⑦人権の尊重
⑧サプライチェーンマネジメント
⑨社会貢献



18S：社会への責任と貢献

当社が目指す2030年ありたい姿を実現するためには、人的資本経営が極めて
重要です
経営理念である『素材の可能性を追求し、人と社会の未来を支え続けます』を
体現できる人材育成のため、３つの人材マテリアリティを特定しました
特にエンゲージメント向上については、従業員の定着と能力発揮に大きな影響が
あると考えており、次ページからその取り組みを説明いたします

⑥ 人的資本経営



19S：社会への責任と貢献⑥ 人的資本経営

肯定回答率80％（2026年度）

当社の高度なモノづくりにおいて、人材の育成と定着、そしてモチベーション高く
能力を最大発揮できる職場環境を整えることは、ESG経営の重要事項です
2026年度の従業員エンゲージメント調査の肯定回答率80％（2024年度78.5%）
を目指して、エンゲージメント向上施策を推進していきます

労働安全衛生

・危険体感塾、危険予知
塾の受講

・安全伝道師の即場指導
・安全健康推進部と事業

場が一体となったﾊｰﾄﾞ
改善

・ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄの推進

健康経営

・保健師が各職場を回り
心理的安全性教育実施

・ﾒﾝﾀﾙ再発抑止のための
全社対応ﾏﾆｭｱﾙ策定中

・転倒災害予防のための
全社ｳｫｰｷﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ実施

・野菜摂取の支援と啓蒙

経営理念の浸透

・Purpose&Mission動画
を活用した啓発

・経営理念と自職場の
Missionをつなぐ
仕掛けづくり

・経営理念の自分ごと化
に向けた階層別教育

DE&I*の推進

・部長･室長･次世代向け
ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ研修

・女性向けｷｬﾘｱ面談
・Appreciative Inquiry

を活用した職場活性化
・育児や介護と仕事の

両立支援

安心して働ける職場 働きやすい職場 働きがいのある職場

人権尊重の面でも重要な取り組み *DE＆I：
ダイバーシティ(多様性)・エクイティ(公平性)&インクルージョン(包括
性)の略：多種多様なあらゆる人材が公平性を担保され、お互いに認め
合い、自らの能力を最大限発揮し活躍できることをめざすもの



20S：社会への責任と貢献⑥ 人的資本経営

当社では、 DE&Iを推進するにあたり、働きやすい職場であることはもちろんの
こと、働きがいのある職場づくりを目指して活動しています

(1) AI（アプリシエイティブ・インクワイアリー*）の導入
2024年度から現業系職場に順次導入し、
職場内のコミュニケーション改善に取り
組んでいます

*Appreciative Inquiry
組織開発理論の1つ。問いかけにより、関わるメンバーが組織
に既にある価値を見つけ、主体的にありたい未来像を創り出し、
実現方法を考え、行動を起こしていくプロセス

(2)大同特殊鋼グループPurpose&Mission動画の作成
2024年度は、経営理念の浸透を目的に
Purpose&Mission動画を作成し、当社
社長のメッセージとともに、e-Learning
を実施しました
引き続き、経営理念と自職場のMission
をつなぐ仕掛けづくりや、経営理念の自
分ごと化に向けた階層別教育を実施して
いきます

大同特殊鋼グループ Purpose&Mission動画

https://www.youtube.com/watch?v=PHBCe8ley6I


21S：社会への責任と貢献⑦ 人権の尊重

2023年度からスタートした人権デューデリジェンス（人権DD）について、
2024年度は、主要なグループ会社まで拡大しました

方針による
コミットメント

人権デュー・
デリジェンス
（人権DD）
・プロセス

是正／救済

人権方針および重点課題の策定(2023/2)

従来の内部通報システムに加え、
人権に関する通報窓口として、
新たにJaCERに加入しました（2024/5）

開示

有効性検証
/モニタリング

予防・軽減
アクション

人権
DD

負の影響の
特定・評価

実際に生じているまたは
潜在的に生じうる人権への
負の影響の特定・評価

人権への負の影響に対する防
止・軽減

有効性評価のためのモニタリ
ング

説明責任を果たすための外部
への情報開示

https://jacer-bhr.org/index.html

１

２

３

https://jacer-bhr.org/index.html


22S：社会への責任と貢献⑦ 人権の尊重

従業員アンケートの結果を基に人権リスクマップを策定し、重要な人権リスクを
特定しました

大

小

深
刻
度

小 大発生可能性

重要な人権リスク

・労働安全衛生

・ハラスメント

・リスクマッピングにより重要な人権リスクを特定
（色の濃い部分が重要な人権リスク）

・当社の事業内容・活動地域などから深刻度を決定
・従業員アンケートの結果から発生可能性を決定



23S：社会への責任と貢献⑦ 人権の尊重

重要な人権リスクに対して、予防・軽減に向けたアクションを継続していきます

また、人権に関わる苦情処理メカニズムを充実させ、引き続き、人権侵害や差別
のない社会の実現に貢献していきます

リスク アクション

労働
安全
衛生

予防

・危険体感塾、危険予知塾の受講継続
・安全伝道師による現地・現物での即場指導
・安全健康推進部と事業場が一体となったハード改善
→定常作業災害が大幅減(‘18-21:17件 →’22-24 ４件)

・転倒災害予防のための全社ウォーキングイベント
実施

軽減
・リスクアセスメント推進
→高リスク対象から優先的に対策実施し、811件の
対策完了（‘22-24年に抽出したリスクの半数）

ハラス
メント

予防

・大同特殊鋼グループ 行動基準の浸透
・各種ハラスメント教育の継続（集合教育、e-Learning等）
→24年度は、ハラスメントの直接的原因となりうるアンコンシャス
バイアス、アンガーマネジメントに着目した教育をスタート
（役員､部長への教育を完了し、25年度は室長レベルへ教育予定）

軽減 ・内部通報、相談窓口、定期的なサーベイによる実態把握継続

ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ



24S：社会への責任と貢献⑧ サプライチェーンマネジメント

当社では、2024/12に「大同特殊鋼 調達方針」を「大同特殊鋼グループ 調達
方針」としてリニューアルしました
サステナブル社会の実現への貢献に向けて、お取引先様と共に活動していくにあた
り、「大同特殊鋼グループ 調達方針」へのご理解を得ることが重要と考えています

当社では、UNGCの「CSRセルフアセスメントツール」を活用し、お取引先様にCSRアンケートを実施
しています。取引額98%のお取引先様から回収したアンケート結果を踏まえて、下記の説明会を実施し、
お取引先様の理解促進を図っています

説明会名称
＜サステナビリティテーマ名＞ 開催時期 開催方式

DSP（Daido Supplier Partnership）ミーティング
＜CO2排出量削減・人権尊重・腐敗防止について＞ 2023/5 オンライン

CSR説明会
＜調達方針の理解とCSRアンケートの活用＞ 2024/3-7 オンライン

DSPミーティング
＜環境課題：CO2排出量削減・生物多様性保全、
社会的課題：人権尊重・腐敗防止について、および、

CSRアンケートフィードバック＞
2024/7 オンライン

2024年度下期生産説明会(協力工場協同組合主催)
＜社会的課題：人権尊重について＞ 2024/11 オンサイト

CO2排出量削減に関する対話
（一部のお取引先様との一対一での対話） 2025/2～ オンサイト



25S：社会への責任と貢献⑨ 社会貢献

当社では、2024/12に「大同特殊鋼グループ 社会貢献基本方針」を制定し、
４つの行動指針を策定しました

大同特殊鋼グループ 社会貢献基本方針
大同特殊鋼グループは、全国に複数の製造拠点を持ち、各地域の皆様に支えられながら事業を
展開しています。
地域との共生を大切にし、地域活動、教育支援、環境保護、スポーツ・芸術・文化活動支援を
中心とした社会貢献活動を通じて、サステナブル社会の実現に貢献します。

【行動指針】
大同特殊鋼グループは、以下の活動を通じて、従業員やその家族が誇りを持てる会社になることを目指
します。
①地域活動を通じて、地域の発展に貢献します。
②地域の子どもたちへの教育支援を通じて、次世代の育成に貢献します。
③生物多様性への取り組みを通じて、地球環境の保全に貢献します。
④スポーツ・芸術・文化活動を支援し、これらの発展と青少年の健全な育成に貢献します。

活動の後押しを目的として、2024年度から、従来の社長表彰制度の区分に
「サステナビリティ」を追加しました
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G
ガバナンスの
強化
⑩リスクマネジメント
⑪保有資産の有効活用、資本効率向上に向けて



27Ｇ：ガバナンスの強化大同特殊鋼グループ ガバナンス体制

変化の激しい経営環境に対応すべく、経営の効率化、意思決定の適正化・迅速
化、および、経営の透明化の確保に向けた取り組みを行っています

経営会議や各種委員会等で審議された経営上のリスクを、必要に応じ取締役会
の議題としています。特に、内部監査・内部通報の状況ついては毎年取締役会
の議題として取り上げることで、内部統制システムとしての実効性・有効性を
高め、その後の活動計画に反映しています

取締役会（13回→13回）監査等委員会
取締役監査等委員 ３名
内、社外取締役 ２名

指名･報酬委員会(3回→4回)

社外取締役 ４名
代表取締役会長１名
代表取締役社長１名

取締役 １２名
内、社外取締役 ５名

監査等委員
を含む

社長執行役員

執行役員会
（13回→13回）

各委員会
CRM委員会（8回→8回）

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ委員会（9回→9回）
他12委員会

経営会議（34回→27回）

重要案件の審議等

事業部門

グループ会社

指導
支援

協議
報告

監査
監督

( )内の回数は
2023年度→2024年度



28Ｇ：ガバナンスの強化⑩ リスクマネジメント

当社は個別リスクに対して、リスクを「影響度と対策度合」で整理し、
リスクマップを策定しています
特にリスクの高いものについてはワーキング・グループ(WG)を設置し、
組織横断的な対応を進めています

リスクマップ全89項目の内、主要なリスクを掲載

情報管理不備

地域との共生

海外公務員への贈賄
（FCPA違反）

海外連関会社統制の不全

情報セキュリティ、
企業機密管理不備

洪水、豪雨、火災、爆発、
BCPの不備

国内関連会社
ガバナンス不全

人権、ハラスメント、
働き方改革
安全（重大災害）
人材育成、技能伝承

カルテル

地震、インフラ停止、
設備損傷、故障 等

落 雷
インサイダー取引
内部通報制度不備

安全保障輸出管理

法規改正への対応不備
損害保険加入漏れ

CN対応遅れ
製品需要の激変
検査データの不正

為替変動
貸し倒れ
高齢者雇用制度整備遅れ

倉庫保管製品の損傷

対
策
度
合

不十分

影響度
低位 高位

WG4

経過
観察

WG1

WG2

WG3

十分

安全保障輸出管理(外国為替及び外国貿易法)、
競争法違反を未然に防止することを目的とした
コンプライアンスリスク低減のための活動

グループ会社のリスクマネジメント・コンプラ
イアンスの底上げを図るための各種活動

有事（巨大地震等発生時）における事業継続を
目的とした全社的なBCM活動

個人情報、技術情報等の機密情報管理、
サイバーセキュリティー対策の実行による
情報セキュリティリスクを低減するための活動



29⑪ 保有資産の有効活用、資本効率向上に向けて

29.5

21.4

29.5
25.6 24.3 23.9

15

10

8

13

18

23

28

33

38

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 26中期 30年目標

(%)

25/3期
20%以下

資本効率
の向上

ＲＯＥ
9%以上

ROE
9%以上

PER
向上

株主還元
配当性向30%以上

事業ポートフォリオ変革
・成長市場製品の売上高拡大
・先進事業となる新しい製品を
 持続的に生み出す研究開発
・最適生産アロケーション

経営基盤の強靭化
・人的資本の価値最大化
・保有資産の入替、有効活用
・生産プロセス改革
・C/Fマネジメント ×情報開示の拡充

・PR/IR/SR活動の拡大
・開示情報量の拡充
・ステークホルダーコミュニケーション

ESG活動推進
・ESG課題解決の価値を顕在化
 させ、企業価値向上（利益成長）
に結びつける

安定的な株主還元
・26中期中のキャッシュ・アロケーション
の進捗を踏まえつつ、株主還元強化
を検討

安定的に
PBR 1倍以上

を維持

企業価値向上

■保有資産の有効活用［政策保有株式の売却］
・2026年度までに純資産対比15%、2030年までに純資産対比10％目安
・2024年度末に20%以下の水準を目指す

［KPI］

IFRS適用

■自己株式の取得（2024年11月28日）

・2024年11月に自己株取得を実施

・取得株数 7,398,00株
発行済株式数(自己株式を除く)に対する割合：3.5%

・取得総額 85億円

政策保有株式は2024年度末に20%以下になるように活動を進めています
（2024/11には自己株式の取得）
ROE向上、保有資産の有効活用、株主還元強化など資本効率向上に向けた
経営を推進していきます

Ｇ：ガバナンスの強化



30社外からの評価（主なもの;2025年3月時点）

CDP

2025年2月に気候変動[A-]、
水セキュリティ[A-]に認定
されました

MSCI

2024年のMSCI ESG
レーティングにおいて
「A」の評価を受けま
した

S&P／JPX
カーボン エフィシエント 指数

2018年から構成銘柄に選定
されています

MSCI日本株ESGセレクト・リーダーズ指数

2024年1月から構成銘柄に採用されています

FTSE Blossom Japan 
Sector Relative Index

2024年から構成銘柄に選定
されています

MSCI日本株女性活躍指数 (WIN)
MSCI日本株女性活躍指数 (セレクト)

MSCI日本株女性活躍指数(WIN&セレクト)の構成銘柄に
2024年6月から採用されています

健康経営優良法人（ホワイト500）

2025年に、2年連続で『健康経営優良法人（ホワイト500）』
に認定されました（通算6度目）

子育てサポート企業「くるみん」

2022年に、次世代育成支援対策推進
法に基づく「くるみん」の認定を受け
ました。2017年、2019年に引き続き
3回連続の取得となります

あいち生物多様性企業認証

2022年に『あいち生物多様性認証
企業』に認定されました
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UNGC/GCNJ

2023年7月、国連が提唱し、持続
可能な成長の実現を目指す世界的
な取り組みである「国連グローバ
ル・コンパクト(UNGC)」に賛同
する署名を行い、UNGCの理念・
ミッションを日本国内で遂行する
組織である「グローバル・コンパ
クト・ネットワーク・ジャパン
(GCNJ)」に加入しました

経済産業省「GXリーグ」

経済産業省主導による産官学の
協働を通じた2050年のカーボ
ンニュートラル社会の実現と経
済社会システム全体の変革に向
けて、2023年度より本格稼働
した「GXリーグ」に参画してい
ます

TCFD

2021年11月にTCFD提言への賛同を表明し、当社の活動
による気候変動への影響について情報開示を行っています

(一般社団法人)日本経済団体連合会
「2030年30％へのチャレンジ」

日本経済団体連合会が提唱する
 「2030年30％へのチャレンジ」
に賛同しています

TNFD（ロゴ利用申請中）

TNFD

2025年3月にTNFD提言への賛同を表明し、当社の活動に
よる自然環境や生物多様性への影響について情報開示を
行っています

環境省「生物多様性のための
30by30アライアンス」

2022年9月に環境省を含めた産官
民17団体により設立された「生物
多様性のための30by30アライア
ンス」に参画しています
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北海道社有林 「クッチャロ自然の森 だいどう」

大同特殊鋼グループ 経営理念

素材の可能性を追求し、
人と社会の未来を支え続けます


	2024年度　ESG説明会��ESG経営への取り組み
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	Ｅ：地球環境の保護�①Daido Carbon Neutral Challenge�②大同グリーン電炉鋼材供給に向けた取り組み�③成長市場製品＝サステナビリティ貢献製品の拡大�④生物多様性への取り組み�⑤2025愛知環境賞　金賞受賞��Ｓ：社会への責任と貢献�⑥人的資本経営�⑦人権の尊重�⑧サプライチェーンマネジメント�⑨社会貢献活動��Ｇ：ガバナンスの強化�⑩リスクマネジメント�⑪保有資産の有効活用、資本効率向上に向けて　　��
	Ｅ�地球環境の保護�
	Ｅ：地球環境の保護
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	Ｅ：地球環境の保護
	Ｅ：地球環境の保護
	Ｅ：地球環境の保護
	S�社会への�責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	S：社会への責任と貢献
	G�ガバナンスの�強化
	Ｇ：ガバナンスの強化
	Ｇ：ガバナンスの強化
	Ｇ：ガバナンスの強化
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32

